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介護老人保健施設 桜の園 

重要事項説明書（介護予防短期） 
2024年 12月 1日現在 

 

 

 
この『重要事項説明書』は、介護保険法、厚生労働省令等に基づき、 

介護サービス提供の契約締結に際して、ご注意いただきたいことを説明するものです。 
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１ 事業者 

 

 

法人種別 名称 医療法人 新生会 

代表者氏名 理事長 石井 忍 

法人事務局所在地 

連絡先 

山口県岩国市麻里布町３丁目５番５号 

電話番号   （0827）30－0700 

F A X   （0827）30－0702 

法人設立年月日 1958年 7月 7日 

法人の理念 

１． お客様・ご家族のご希望に沿った医療・介護を提供させて頂きます 

２． お客様を尊重し、人権を守ります。 

３． 地域とのつながりを大切にしたやさしいサービスをさせて頂きます。 

他の介護保険の 

関連事業 

 

 

 

 

 

 

介護老人保健施設  

 

通所介護〔介護予防含む〕 

 

 

認知症対応型通所介護 

〔介護予防含む〕 

 

通所リハビリテーション 

〔介護予防含む〕 

 

短期入所療養介護〔介護予防含む〕 

 

訪問看護 

 

訪問リハビリテーション 

〔介護予防含む〕 

 

訪問介護〔介護予防含む〕 

 

居宅介護支援事業 

 

 

小規模多機能型居宅介護施設 

〔介護予防含む〕 

 

認知症対応型共同生活介護 

〔介護予防含む〕 

 

桜の園 

 

さくらんぼ（麻里布、大竹） 

いしいケア・クリニックのぞみ 

 

いしいケア・クリニックわかば、山手倶楽部 

さくらんぼ（坂上、平田、さかえ） 

 

桜の園、いしいケア・クリニック 

 

 

桜の園 

 

わかあゆ 

 

桜の園、いしいケア・クリニック 

 

 

さくらんぼ 

 

いしいケア・クリニック、新生会 

さくらんぼ大竹 

 

スマイルさくら、さくら庵、さくらんぼはうす 

ラ・スリーズ 

 

チェリーブラッサム 

 

 

他の介護保険 

以外の事業 

いしい記念病院 

 

 

いしいケア・クリニック 

 

障害福祉サービス事業所 

 

高齢者向けサービス付き住宅 

 

内科・呼吸器内科・循環器内科・消化器内科 

精神科・放射線科・リハビリテーション科 

 

内科・心療内科・リハビリテーション科 

 

すばる 

 

ザ・レジデンスデュオ 
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２ 事業所の概要 

１.事業所の所在地等 

事業所名称 介護老人保健施設 桜の園 

所在地 〒740-0302 山口県岩国市下 342-1 

連絡先 
電話番号 

Ｆ Ａ Ｘ 

（0827）47-3100 

（0827）47-3210 

介護保険指定事業所番号 3550880003 

管理者 松本 駿三 

利用定員 100名 （１階 45名 ２階 55名） 

静養室 個室（8室）  2人室（４室） ４人室（21室）  

２.事業所の特色等 

 1.施設の目的 

当施設は要支援状態と認定された利用者に対し、介護保険法の趣旨に従って、利用者がその有する能力に応じ

可能な限り自立した日常生活を営むことができるようにするとともに、利用者の居宅における生活への復帰を目指

した介護保健施設サービスを提供することを目標とします。 

 2.運営の方針 

（1）当施設では、介護予防短期入所療養介護計画に基づいて、医学的管理の下における機能訓練、看護、

介護その他日常的に必要とされる医療ならびに日常生活上の世話を行い利用者の身体機能の維持向上を

目指すとともに、利用者の家族の身体的および精神的負担の軽減を図り、利用者が一日でも長く居宅での

生活を維持できるよう在宅ケアの支援に努めます。 

（2）当施設では、利用者の意思および人格を尊重し、自傷他害のおそれがある等緊急やむを得ない場合以

外、原則として利用者に身体拘束を行いません。 

（3）当施設では、介護老人保健施設が地域の中核施設となるべく、居宅介護支援事業者、その他保健医療

福祉サービス提供者および関係市区町村と綿密な連携を図り、利用者が地域において統合的サービス提供

を受けることができるよう努めます。 

（4）当施設では、明るく家庭的雰囲気を重視し、利用者が「にこやか」で「個性豊かに」過ごすことがで

きるようサービス提供に努めます。 

（5）サービス提供にあたっては、懇切丁寧を旨とし、利用者またはその家族に対して療養上必要な事項に

ついて、理解しやすいように指導または説明を行うとともに利用者の同意を得て実施するように努めます。 

（6）利用者の個人情報の保護は、個人情報保護法に基づく厚生労働省のガイドラインに則り、当施設が得

た利用者の個人情報については、当施設での介護サービスの提供にかかる以外での利用は原則的に行わな

いものとし、外部への情報提供については、必要に応じて利用者またはその代理人の了解を得ることとし

ます。 

3.事業所の職員体制 

職種 人員配置 職務内容 

管理者 1名 
管理者は、介護老人保健施設に携わる従業者の総括管理、指導を 

行います。 

医師 １名以上 
医師は、利用者の病状および心身の状況に応じて、日常的な医学 

的対応を行います。 

薬剤師 １名以上 
薬剤師は、医師の指示に基づき調剤を行い、施設で保管する薬剤 

を管理するほか、利用者に対し服薬指導を行います。 
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看護職員 ９名以上 
看護職員は、医師の指示に基づき投薬、検温、血圧測定等の医療 

行為を行うほか、利用者の施設サービス計画に基づく看護を行いま 

す。 

介護職員 ２５名以上 介護職員は、利用者の施設サービス計画に基づく介護を行います。 

支援相談員 １名以上 
支援相談員は、利用者およびその家族からの相談に適切に応じる 

とともに、レクリエーション等の計画、指導を行い、市町村との連携を 

図るほか、ボランティアの指導を行います。 

理学療法士 １名以上 
理学療法士・作業療法士・言語聴覚士は、医師や看護職員と共同 

してリハビリテーション実施計画書を作成するとともにリハビリテーシ 

ョンの実施に際し指導を行います。 

作業療法士 １名以上 

言語聴覚士 １名以上 

管理栄養士 １名以上 
管理栄養士は、利用者の栄養管理、栄養ケアマネジメント等の栄養 

状態の管理を行います。 

介護支援専門員 １名以上 
介護支援専門員は、利用者の施設サービス計画の原案をたてると 

ともに、要介護認定および要介護認定更新申請手続きを行います。 

事務員 ２名以上 介護報酬請求業務他事務全般の業務を行います。 

調理員 ８名以上 調理全般についてのすべての業務を行います。 

 

4.従業者の勤務体制 

看護職員 日勤 8：00～17：00  夜勤 16：30～翌 9：00 

介護職員 
日勤 8：00～17：00  早出勤 7：00～16：00  遅出勤 9：00～18：00 10：00～19：00  

夜勤 16：30～翌 9：00 

他職員 日勤 8：00～17：00 

 

３ 介護予防短期入所療養介護のサービス内容 

介護予防短期入所療養介護は、利用者にかかわるあらゆる職種の職員の協議によって作成される短期入所

療養介護計画に基づいて、利用者の病状および心身の状況に照らして行なう適切な医療および医学的管理の

下における看護・介護ならびに日常生活上のお世話、また栄養管理をします。 

 

４ 利用定員 

介護予防短期入所療養介護の利用定員数は、利用者が申し込みをしている当該日の介護保健施設サービス

の定員数より実入所者数を差し引いた数とします。 

 

５ 利用料金 

１.介護保険の給付対象となる利用者負担金 

介護予防短期入所療養介護費（強化型個室）                   

介護度 1割自己負担額 2割自己負担額 3割自己負担額 

要支援 1 632円 1,264円 1,896円 

要支援 2 778円 1,556円 2,334円 
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介護予防短期入所療養介護費（強化型多床室） 

介護度 1割自己負担額 2割自己負担額 3割自己負担額 

要支援 1 672円 1,350円 2,025円 

要支援 2 834円 1,668円 2,502円 

 

各種加算について 

加算内容 
              金 額 

1割負担 2割負担 3割負担 

在宅復帰・在宅療養支援機能加算（Ⅰ）   51円/日  102円/日  153円/日 

在宅復帰・在宅療養支援機能加算（Ⅱ）   51円/日   102円/日  153円/日 

夜勤職員配置加算    24円/日   48円/日 72円/日 

個別リハビリテーション実施加算   240円/日  480円/日 720円/日 

認知症緊急対応加算   200円/日  400円/日 600円/日 

若年性認知症利用者受入加算   120円/日  240円/日 360円/日 

送迎加算（片道）   184円/回  368円/回 552円/日 

療養食加算    8円/食   16円/食 24円/日 

緊急時施設療養費（緊急時治療管理）   518円/回 1,036円/回 1,554円/日 

緊急時施設療養費（特定治療） 老人保健法に定められた額 

口腔連携強化加算 50円/月 100円/月 150円/月 

生産性向上推進体制加算（Ⅰ） 100円/月 200円/月 300円/月 

生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 10円/月 20円/月 30円/月 

サービス提供体制加算（Ⅰ）    22円/日    44円/日 66円/日 

サービス提供体制加算（Ⅱ）    18円/日    36円/日 54円/日 

サービス提供体制加算（Ⅲ）     6円/日    12円/日 18円/日 

介護職員処遇改善等加算（Ⅰ） 
所定単位数 

（基本サービス＋各種加算減算）×7.5％ 

 

２.その他料金について 

食費（1日あたり） 

朝食 300円 
ただし、食費について負担軽減認定を受け 

ている場合には、認定証に記載されている 

食費の負担限度額が 1日にお支払いいた 

だく食費の上限になります。 

昼食 600円 

夕食 600円 

おやつ代 100円 ご希望者へおやつの提供を行います。 

居室（1日あたり） 
1,728円 基本型個室 

437円 基本型多床室 

理美容代金 実費（1,000円～10,000円程度） 

入所者が選定する特別な食事・嗜好品 実費 

テレビ代（レンタル） 150円/日 
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テレビ用イヤホン 実費 

日用生活費 （1日あたり） 

セット A 100円 
石鹸            

ティッシュペーパー   

おしぼり 

セット B 150円 

セット Aに加え  

ボディソープ  

シャンプー  

リンス  

個人的に使用する機器にかかる電気代 100円/日（1種類につき） 

私物の洗濯代（１回あたり） 500円 

クリーニング代 実費 

教養娯楽費 実費 
クラブやレクリエーションで使用する折り紙 

粘土等の材料の費用であり、ご利用者様が 

選択して参加する場合にお支払頂きます。 

通常の実施地域以外の送迎費（片道） 3,000円 

請求書等郵送料 140円/回 

＊上記①「食費」及び②「居住費」においては、所得などの状況から第１～第４段階に分けられ、国が定める第１～

第３段階の利用者には負担軽減策が設けられています。 

○ 利用者が「利用者負担」のどの段階に該当するかは市町村が決定します。第１～第３段階の認定を受けるに

は、利用者ご本人（あるいは代理人の方）が、ご本人の住所地の市町村に申請し、市町村より「介護保険負担限

度額認定証」を受ける必要があります。この利用者負担段階について介護老人保健施設が判断・決定することは

できません。また、「認定証」の提示がないと、いったん「第４段階」の利用料をお支払いいただくことになります。

（「認定証」発行後、過払い分が「償還払い」される場合があります） 

○ 利用者負担第１・第２・第３段階に該当する利用者とは、次のような方です。 

【利用者負担第１段階】 

生活保護を受けておられる方か、所属する世帯全員が市町村民税非課税で老齢福祉年金を受けておられる方 

【利用者負担第２段階】 

所属する世帯全員が市町村民税非課税で、公的年金等収入額（非課税年金を含む）とその他の合計所得金額

が８０万円以下、かつ預貯金が単身 650万円又は夫婦 1,650万円以下の方 

【利用者負担第３段階①】 

所属する世帯全員が市町民税非課税で、公的年金等収入額（非課税年金を含む）とその他の合計所得金額が

80万円超 120万円以下、かつ預貯金が単身 550万円又は夫婦 1,550万円以下の方 

【利用者負担第３段階②】 

所属する世帯全員が市町民税非課税で、公的年金等収入額（非課税年金を含む）とその他の合計所得金額が

120万円超、かつ預貯金が単身 500万円又は夫婦 1,500万円以下の方 

【市民税課税層に対する居住費・食費の特例減額措置について】 

本人または世帯員（世帯分離している配偶者も含む）が市民税を課税されている場合でも、一定要件を満たす

方については、申告することで特例的に減額措置が適用される場合があります。詳しくは市町村窓口でおたず

ね下さい。 
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負担額一覧表（１日当たりの利用料） 

 
食費 

利用する療養室のタイプ 

従来型個室 多床室 

利用者負担第１段階 ３００円 

５５０円 

０円 

利用者負担第２段階 ６００円 

４３０円 利用者負担第３段階① １，０００円 

１，３７０円 

利用者負担第３段階② １，３００円 

 

３.支払い方法 

毎月１５日までに、前月分の請求書を発行しますので、その月の末日までにお支払い下さい。お支払い方法は、

現金、銀行振込、口座引き落とし（ゆうちょ銀行、西京銀行・山口銀行・ＪＡバンク）があります。 

 

６ 通常の送迎の実施地域 

通常の送迎の実施地は、岩国市(由宇町、本郷町、錦町及び諸島を除く)、和木町とします。 

 

７ 協力医療機関等 

  当施設では、下記の医療機関・歯科医療機関に協力いただいています。 

   協力医療機関 

   いしい記念病院    岩国市多田３丁目１０２－１ 

   いしいケア・クリニック 岩国市麻里布町３－５－５ 

   協力歯科医療機関 

   塩田歯科        岩国市多田９６９－１ 

 

８ 施設の利用にあたっての留意事項 

（１）施設利用中の食事は、特段の事情がない限り施設の提供する食事を摂取いただきます。 

（２）面会は 9：00 より 17：00 までとします。 

（３）消灯時間は 22：00 とします。 

（４）外出する際は所定の様式を提出して下さい。 

（５）飲酒、喫煙はできません。 

（６）火気の取扱いは禁止します。 

（７）設備・備品の利用は職員の許可を得て下さい。 

（８）所持品（スマートフォンなどの電子機器、補聴器など）、備品、金銭、貴重品の持ち込みは必要最低限とし

ます。持ち込みをされる場合は、スタッフまで申し出をお願いします。所持品などを紛失された場合、責任は

負いかねますのでご了承下さい。 

（９）宗教活動は他者の迷惑にならない程度でお願いします。 

（１０）ペットの持ち込みは禁止します。 

（１１）営利行為、宗教の勧誘、特定の政治活動は禁止します。 

（12）他の利用者への迷惑行為は禁止します。 
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９ サービス提供にあたっての留意事項 

１．非常災害対策について 

 消防法施行規則第３条に規定する消防計画および風水害、地震等の災害に対処する計画に基づき、また消

防法第８条に規定する防火管理者を設置して非常災害対策を行っています。 

（１）防火管理者には、事業所職員を充てます。 

（２）火元責任者には、事業所職員を充てます。 

（３）非常災害用の設備点検は、契約保守業者に依頼しております。点検の際には防火管理者が立会います。 

（４）非常災害設備には、常に有効に保持するよう努めています。 

（５）火災の発生や地震が発生した場合は、被害を最小限にとどめるため、自衛消防隊を編成し任務の遂行に

あたります。 

（６）防火管理者は、従業員に対して防火教育、消防訓練を実施します。 

①  防火教育および基本訓練（消火・通報・避難）を年２回以上実施します。（内１回は夜間を想定した訓 

練を行う） 

②  利用者を含めた総合避難訓練を年１回以上実施します。 

③  非常災害用設備の使用方法の徹底は随時行います。 

(７) 非常災害時に関する具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それらを 

変更の都度、利用者及びその家族に対し周知します。 

２．衛生管理について 

 事業者は、衛生的な管理に努め、次に掲げるとおり衛生上必要な措置を講じます。 

（１）利用者に使用する施設、食器、その他の設備又は飲用に供する水について、常に衛生管理に十分留意します。 

（２）必要に応じて保健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。 

（３）事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、 

その結果について従業者に周知徹底を図ります。 

（４）事業所における感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 

（５）従業者に対し、感染症の予防およびまん延防止のための研修及び訓練を定期的に実施します。 

３．虐待防止について 

事業者は、ご利用者の人権擁護、虐待防止のために、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

（１）虐待防止に関する責任者を選定します。 

責任者：（職名）管理者  （氏名）松本 駿三 

（２）虐待防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催し、その結果について従業者に周知徹底を図ります。 

（３）事業所における虐待防止のための指針を整備します。 

（４）研修を通じて職員の人権意識の向上や知識、技術向上に努めます。 

（５）虐待又は虐待が疑われる事案が発生した場合は、速やかに関係機関と連携を行います。 

通報場所：地域包括支援センター 

（６）職員が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整え、職員が人権擁護に取り組める環境の整備に努め

ます。 

４.身体の拘束等について 

事業所は、原則として利用者に対し身体拘束を廃止する。但し、当該利用者または他の利用者等の生命 

または身体を保護するため等緊急やむを得なく身体拘束を行う場合、家族の同意を得て事業所の医師がその

様態及び時間、その際の利用者の心身の状況、緊急やむを得なかった理由を記録する。 
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事業所は、身体的拘束等の適正化を図るため、以下に掲げる事項を実施する。 

（１）身体拘束適正化対応策担当者：入所管理者とする。 

（2）身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会を３月に１回以上開催するとともに、その結果に 

ついて、介護職員その他の従業者に周知徹底を図る。 

（3）身体的拘束等の適正化のための指針を整備する。 

（4）介護職員その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的に実施する。 

５．業務継続計画の策定等について 

 事業者は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定通所介護の提供を継続的に実施するための、 

及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（業務継続計画）を策定し、当該業務継続計画に従って次に掲

げるとおり必要な措置を講じます。 

（１）従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施します。 

（２）定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行います。 

６．ハラスメントの防止対策 

 事業者は、介護現場で働く職員の安全確保と安心して働き続けられる労働環境が築けるようハラスメントの防止に向け

て、次に掲げるとおり必要な措置を講じます。 

（１）事業所において行われる性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動や、業務上必要かつ相当な範囲を超える 

  次に掲げる行為は組織として許容しません。 

① 身体的な力を使って危害を及ぼす（及ぼされそうになった）行為 

② 個人の尊厳や人格を言葉や態度によって傷つけたり、おとしめたりする行為 

③ 意に沿わない性的言動、好意的態度の要求等、性的ないやがらせ行為 

④ サービス利用中に職員の写真や動画撮影、録音等を無断で SNS等に掲載すること 

（２）ハラスメントに関する相談・苦情等に対応する担当者を定め、従業者に周知徹底を図ります。 

（３）ハラスメント事案が発生した場合、マニュアルなどを基に即座に対応し、再発防止会議等により、同事案が発生しない 

  為の再発防止策を検討します。 

（４）上記は、当該従業者、取引先事業者の方、ご利用者及びその家族等を対象とし、ハラスメントと判断された行為者に 

対して、関係機関への連絡、相談、環境改善に対する必要な措置を講じ、健全な信頼関係を築くことが出来ないと 

判断した場合は、サービス中止や契約を解除等の措置を講じます。 

 

10 秘密保持 

事業者は業務上知り得た利用者およびその家族に関する秘密および個人情報については、利用者または

第三者の生命、身体等に危険がある場合など正当な理由がある場合を除いて契約中および契約終了後、第

三者に漏らすことはありません。ただし次の各号についての情報提供については、契約時に利用者およびその

家族等から同意を得るものとします。 

1.介護保険サービスの利用のためのサービス担当者会議等市町村、居宅支援事業者その他の介護保険事業

者への情報提供、あるいは、適切な在宅療養のための医療機関への療養情報の提供。 

2.介護保険サービスの質向上のための学会、研究会での事例研究発表。なお、この場合、利用者個人を特定

できないように仮名等を使用することを厳守します。 

3.前号に掲げる事項は、利用終了後も同様の取扱いとします。 

4.職員は退職後も守秘義務を遵守するよう必要な措置を講じます。 

サービス提供中に病状の急変等があった場合は、速やかにご利用者様の主治医、救急隊、緊急時連絡先

等へ連絡します。 
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11 事故発生時の対応 

介護サービスの提供にあたって事故が発生した場合は、速やかにご利用者様の家族、身元引受人、市町村

関係者に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

 

12 サービスの提供に関する相談、苦情 

サービスに関する相談や苦情については次の窓口にて対応いたします。 

介護老人保健施設 桜の園 

電話番号  （0827）47－3100 

FAX番号 （0827）47－3210 

苦情解決責任者：施設長 松本 駿三 

苦情受付担当者：山田谷 光世 ・ 宮部 一恵 ・ 宮儀 千恵 

対応時間 8：30から 17：00 まで 

 

担当者不在の場合でも、基本的な事項については誰でも対応できるようにするとともに、必ず担当者に引き継

ぎます。 

1.苦情処理体制及び手順 

（1）直ちに担当者が利用者に連絡を取り、苦情についての内容確認を行います。 

（2）苦情処理について検討し、必要な場合には管理者を含め職員全体で検討会議を開催し、苦情の解決及

びサービスの質の向上に向けた必要な改善を図ります。 

（3）苦情処理について関係機関との連携を行います。 

（4）苦情処理は原則として遅滞なく具体的な対応を行います。 

（5）苦情処理結果について利用者に必ず確認を行います。 

（6）苦情処理台帳を整備し、再発防止に役立てます。 

 

2.公的機関での苦情受付窓口 

岩国市 福祉政策課 指導監査班 

 

所在地  岩国市今津町 1丁目 14－51 

電話番号 （0827）29－5072 

対応時間 8：30～17：15（土・日・祝日を除く） 

山口県国民健康保険団体連合会 

介護保険課 苦情相談専用窓口 

所在地  山口市朝田 1980番地の 7 

電話番号 （083）995‐1010 

対応時間 9：00～17：00（土・日・祝日を除く） 

山口県長寿社会課 

所在地  山口市滝町 1－1 

電話番号 （083）933‐2774 

対応時間 8：30～17：15（土・日・祝日を除く） 

岩国健康福祉センター 

保健福祉企画室 

所在地  岩国市三笠町 1－1－1 

電話番号 （0827）29－1522 

対応時間 8：30～17：15（土・日・祝日を除く） 

山口県福祉サービス 

運営適正化委員会 

所在地  山口市大手町 9‐6 

電話番号 （083）924‐2837 

対応時間 8：30～17：00（土・日・祝日を除く） 

和木町役場 

所在地  和木町和木１丁目１番１号 

電話番号 （0827）52‐2196 

対応時間 8：30～17：15（土・日・祝日を除く） 
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3.高齢者全般の相談受付機関 

岩国第一地域包括支援センター 

（川下、愛宕） 

所在地  岩国市牛野谷町 2丁目 12－38 

電話番号 （0827）34－1577 

対応時間 8：30～17：15（土・日・祝日を除く） 

岩国第三地域包括支援センター 

（灘、通津） 

所在地  岩国市藤生町 1丁目 17－26  

電話番号 （0827）34－1313 

対応時間 8：30～17：15（土・日・祝日を除く） 

岩国第五地域包括支援センター 

（錦、本郷、美川、美和） 

所在地  岩国市錦町広瀬 1067-1 

電話番号 （0827）71‐0055 

対応時間 8：30～17：15（土・日・祝日を除く） 

地域包括支援センター（室の木 1） 

（麻里布、東、装港、柱島、小瀬） 

所在地  岩国市室の木町 3-1-11 

電話番号 （0827）24-3781 

対応時間 8：30～17：15（土・日・祝日を除く） 

地域包括支援センター（室の木 2） 

（平田、北河内、南河内、岩国、藤河、御庄、師

木野） 

所在地  岩国市室の木町 3丁目 1－11 

電話番号 （0827）24－3700 

対応時間 8：30～17：15（土・日・祝日を除く） 

地域包括支援センター（玖珂） 

（玖珂） 

所在地  岩国市玖珂町 4933-2 

電話番号 （0827）82-0368 

対応時間 8：30～17：15（土・日・祝日を除く） 

地域包括支援センター（周東） 

（周東） 

所在地  岩国市周東町下久原 1208-1 

電話番号 （0827）84‐3615 

対応時間 8：30～17：15（土・日・祝日を除く） 

地域包括支援センター支援（由宇） 

（由宇） 

所在地  岩国市由宇町中央 1丁目 10－11 

電話番号 （0827）63‐3113 

対応時間 8：30～17：15（土・日・祝日を除く） 

和木町地域包括支援センター  

所在地  玖珂郡和木町和木 1-1-1 

電話番号 （0827）52-2196 

対応時間 8：30～17：15（土・日・祝日を除く） 

 

13 個人情報の使用、管理・保護 

当事業所では、ご利用者様及びそのご家族様等の個人情報の管理やプライバシーの保護に留意し、慎重

に取り扱っております。当事業所での個人情報の使用、管理・保護に関しまして以下の通りとなっております。 

１．使用する期間 

  当事業所が本契約書に定めているサービス契約期間に準ずる。 

２．使用する目的 

（１）円滑な介護サービスを提供するため、実施される事業者内外の支援方法の検討会議及び介護支援 

専門員との連絡調整等において必要な場合。 

（２）利用者が何らかの理由により介護施設等へ入所、または医療機関への入院されることに伴う必要 

最小限の情報の提供。 

（３）健康状態の急な変化など主治医の意見を求める必要がある場合。又は外部監査機関や評価機関等への

情報提供、損害賠償などに係る保険会社等への相談又は届出等において必要な場合。 

（４）警察や裁判所等の公的機関からの情報開示を要請された場合。 

（５）当事業所において行われるボランティア活動や学生の実務実習等への協力。 

（６）広報誌・ホームページ等、当事業所による掲載、又はテレビ・新聞・外部による掲載。 

（７）事故発生時に利用者の心身の状況に急変が生じた場合。又は利用者及びその家族から苦情が生じたこと

で必要な場合。 
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（８）介護保険サービスの質の向上のための学会や研究会での事例発表等に使用する場合。 

（９）上記の各号に関わらず、公表している「利用目的」の範囲内。 

３．使用条件 

（１）情報の提供は必要最低限とする。提供に際し、第三者に漏れることのないよう細心の注意を払う。 

（２）個人情報を使用した会議録、居宅介護支援事業者（介護予防支援事業者）等に対し、情報提供を 

行った際は経過記録に残しておく。 

（３）事業所が定める個人情報保護方針及び個人情報保護規定等を遵守する。 

４. 個人情報・肖像権使用の同意 

 別紙同意書で確認 

 

14 重要事項説明の確認・署名 

当事業所は、重要事項説明書に基づいて、介護老人保健施設桜の園のサービス内容および重要事項を説明し

ました。 

この重要事項説明書の説明年月日     年     月     日 

事業所の所在地 岩国市下 342-1 

代表者氏名 理事長 石井 忍 

事業所名 介護老人保健施設 桜の園 

管理者 施設長 松本 駿三 

説明者氏名                             印 

 

私は、重要事項説明書に基づいて、介護老人保健施設桜の園のサービス内容および重要事項の説明を受けま

した。また、記載内容の範囲内で個人情報を使用することに同意します。 

利用者 

住所  

氏名                                  

身元引受人 

住所  

氏名                                  

続柄  

 


